
  

  

   

 

 

 

  

 

  

※デスクマット等に挟んでご利用ください。 

社報タイトル「果敢」は社内で

掲げる２０２３年の標語です。  
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敢果

●本年最初の給与支払い日の前日 

1. 給与所得者の扶養控除等申告書等の提出 

提出先…給与の支払者(所轄税務署長) 

●1月 10日 

2. 前年 12月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 

（年 2回納付の特例適用者は前年 7月から 12月までの徴収分を 1月 22日までに納付） 

●1月 31日 

3. 支払調書の提出 

4. 源泉徴収票の交付 

交付先…①所轄税務署長 ②受給者 

5. 固定資産税の償却資産に関する申告 

6. 11月決算法人の確定申告 

〈法人税・地方法人税・消費税及び地方消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税〉 

7. 2月、5月、8月、11月決算法人の 3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税及び地方消費税〉 

8. 法人・個人事業者の 1月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税及び地方消費税〉 

9. 5月決算法人の中間申告 

〈法人税・地方法人税・消費税及び地方消費税・法人事業税・法人住民税〉(半期分) 

10. 消費税の年税額が 400万円超の 2月、5月、8月決算法人の 3月ごとの中間申告 

〈消費税及び地方消費税〉 

11. 消費税の年税額が 4,800万円超の 10月、11月決算法人を除く法人・個人事業者の 1月ごとの 

中間申告（9月決算法人は 2か月分）〈消費税及び地方消費税〉 

12. 給与支払報告書の提出 

(1)提出義務者…1 月 1 日現在において給与の支払をしている者で、給与に関する所得税の源泉徴

収義務がある者 

(2)提出先…給与の支払を受けている者の住所地の各市町村長 

●1月中において市町村の条例で定める日 

13. 個人の道府県民税及び市町村民税の納付(第 4期分) 



 

 

最近は日ごとに寒さが増し、冬野菜のたくさん入ったお鍋の恋しい季節になってきました。 

みなさんはスーパーで食材を選ぶ際に、生産地を気にかけたことはあるでしょうか。 

現在、日本における食料自給率は低く、食物の多くを海外からの輸入に頼っていることは 

ご存知かと思います。一方、地域で生産した野菜などを地域で消費していこうという動きも 

高まっているそうです。 

その結果、地域の農業・漁業などの活性化や雇用の維持が促進されることにより、SDGs が 

掲げる目標の 14「海の豊かさを守ろう」、15「陸の豊かさも守ろう」の目標達成に繋がって 

いきます。 

また、13「気候変動に具体的な対策を」では、温暖化対策等が注視 

されていますが、地産地消により、食材の輸送で発生する二酸化炭素の 

削減にも貢献することができるのです。 

   このように、ひとつの行動でいくつもの SDGs 目標を達成することが 

できる上に、地元のおいしい旬の食材を堪能できる、いいこと尽くしの 

取り組みを頭の片隅に置いていただき、ぜひ今夜のお買い物の際には地元 

の食材を手に取ってみてはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

電子帳簿保存法とは、原則として紙での保存が義務づけられている国税関係帳簿書類について、

一定の要件を満たした上であれば、電子データによる保存を可能とすることを定めた法律です。 

電子帳簿保存法では、電子データによる保存は「電子帳簿等保存」「スキャナ保存」「電子取引

データ保存」の 3種類の区分に分かれています。 

もともと電子帳簿保存法は、国税関係帳簿書類を電子データとして保存したい事業者のみに適用

される法律でしたが、2022年 1月の法改正で電子取引データの電子保存が義務化になりました。 

これにより、2024年 1月から全事業者に対応が求められる法律となりました。 

電子データのままでの保存の対象となる書類は、電子取引にあたる取引により授受した、取引情 

報に関する事項の記載があるものです。簡単に言えば、電子ファイル(PDFなど)で授受した領収書 

や請求書が該当します。取引相手から受け取ったものだけでなく、貴社で発行して取引相手に送っ 

たものも保存の対象になる点に注意しましょう。 

保存時の要件には、 

「1.システム概要に関する書類の備え付け」と 

「2.見読可能装置の備え付け」、 

「3.検索機能の確保」、 

「4.データの真実性を担保する措置」があります。  

※保存要件には緩和措置もありますので、担当者までご相談ください。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾﨑真美乃 

 

   

成島憲一 

改正電子帳簿保存法 令和 6年 1月施行 

税務豆知識 


